知的交流会議助成プログラム　申請書作成要領
I. 申請概要（添付の所定様式を使用）

1. 事業名称

対外的に使用する正式事業名称を、日本語と英語で記入する。

2.
申請団体概要

(1) 申請は一事業に対し一団体が代表して行う。事業に関わる他の団体については、協力団体の項目に記入する。

(2) 申請団体名称：対外的に使用する正式団体名を日本語と英語で記入する。

(3) 団体種別：申請団体の法人格等（例：財団法人、社団法人、非営利活動法人、学校法人等）を記入する。

(4) 申請責任者：申請機関の運営上の責任を代表する人物（会長、代表等）で、その人物の署名により当該機関が正式に申請を行ったこと、ならびにその申請について責任をもつことを保証しうる地位にある者について記入する。住所欄には申請機関の所在地を記入する。国際交流基金からの公式の書類はすべてこの住所宛に送付される。

(5) 事業担当責任者：通常の問い合わせに対応することができ、当該事業の実際の運営と実施に責任を有する者について記入する。住所欄に日中の連絡先を記入する。

(6) 経理責任者：申請機関の財政部門を代表する人物で、その署名が助成金受諾に伴う法的責任を引き受けることを保証しうる地位にある者について記入する。

(7) 上記3名が署名または捺印を行う。この3役については、全て別々の人物でなければならない。
3. 事業実施予定期間

(1) 助成を申請する事業の事業開始と事業終了の年月日を、日本の会計年度に準じて記入する。原則として2011（平成23）年10月17日～2012（平成24）年3月31日までの約5ヶ月半を最長とする。

(2) 会議開催など短期間で終了する事業の場合でも、準備や報告書作成にする期間も含め、余裕を持って事業実施予定期間を設定する。

4. 
会議等開催期間

申請事業の実際の開催期間を記入する。（準備及び事後の処理期間は含めない。）

5. 事業実施予定地

事業実施が予定されている場所（国名・都市名）を記入する。

6. 事業経費

申請事業経費の総額、国際交流基金に助成を申請する額、助成金が必要な期日及び事業経費を計算した通貨を記入する。

7. 事業の概要

事業の概要を400字以内で記入する。（別紙参照は不可。）

8. 事業の目的

事業の実施により達成しようとする目的を400字以内で記入する。（別紙参照は不可。）

9. 主要協力団体・協力者、主要参加団体・参加者

事業の企画、実施に関わる申請団体以外の団体、個人名を記入する。個人名の場合は、肩書及び所属機関も記入する。

10. 過去の国際交流基金助成実績

過去に国際交流基金から助成を受けたことがあるか否か、また助成を受けた場合は、その事業名称、年度、助成金額、助成を受けたプログラム名を記入する。

II. 事業予算計画（所定様式を使用）

様式で指定した下記の項目に沿って記入する。下記の項目にあてはまらない経費は「その他」の項目に計上する。

(1) 旅費：国際航空賃、国内交通費、滞在費

(2) 謝金：講師謝金、通訳謝金、アシスタント謝金
(3) その他：資料・報告書作成費、会場・機材借料、広報費等
注1：申請事業に直結しない経常経費は助成対象となりません。

注2：申請事業の詳細で説明されていない活動の経費項目を入れることはできません。

1. 支出

(1) 助成金の申請に含まれない経費項目も含めて事業全体の経費項目を記入する。助成金額決定に際して重要な資料となるため、出来るだけ多くの情報を提示する。

(2) 全ての経費項目について、積算根拠を記入する。

[積算根拠記入例]：　

滞在費：一日＄50×6日×4人＝＄1,200

資料・報告書作成費：＄10×500冊＝＄5,000

通訳謝金：＄50×2日×2人＝＄200

2.
収入

各経費項目毎に想定されている負担内訳を、自己負担額、他の資金提供団体負担額、国際交流基金への助成申請額の順に記入する。自己負担額及び他の資金提供団体負担額が見込めない項目の欄には、ゼロを記入し、収入予定額のないことを明示する。

3. 事業予算計画備考
経費項目の必要性について説明を記入する。その際、支出及び収入欄を記入する上で使われた経費項目番号を記す。また、個々の経費項目について以下のような情報を追加する。

(1) 宿泊先として使用するホテル名・会議場名
(2) 交通旅行区間及び交通機関のクラス等 （例：航空機利用 ハノイ－バンコック往復　エコノミークラス）
　※基金からの国際航空賃の助成上限額は原則エコノミークラスの割引運賃としますが、他財源を追加してのビジネスクラス等の利用を制限するものではありません。

(4) 購入する資料の用途、作成する資料・報告書の用途、ページ数、印刷部数
(5) 通訳謝金、講師謝金の金額設定根拠（謝金の支払先も含める）

(6)「その他」の項目に計上した経費の内訳と積算根拠

4.
他の資金提供

助成金、寄付金、信託、借り入れ等他の資金提供団体からの資金提供について記入する。現在申請中のもの、資金提供が想定されているもの、またはすでに資金を受けたものを含む。

III. 申請事業の詳細（自由記述形式／必ず添付して下さい。）
この申請事業の詳細は、申請書類のなかでも最も重要なものとして審査されます。申請事業の詳細情報を欠く申請書は、不備と判断され､審査対象外となります。以下の諸点についてA4版用紙5枚以内でご説明下さい。

1. 事業内容

事業が扱うテーマの、日本及び世界にとっての重要性、必要性等に触れつつ、事業実施の目的、意義、背景、及び期待される成果について具体的に記入する。また、同じ分野で他の団体が行ってきた、あるいは現在行っている先行・類似事業があれば、概要を整理し、申請事業に期待できる新しい貢献について説明する。過去に国際交流基金の助成を受けた事業の継続案件である場合には、その先行事業が収めた成果、また追加で助成を申請する理由についても説明する。

2. 実施方法

テーマへの取り組み方法、研究上の方法論について説明する。議題、主要参加予定者リスト（氏名、所属、専門等記載）、参加者毎の役割（発表予定テーマ等）、事業の開催形式、事業の各段階の進行を示した詳細なスケジュール等を含む。

3. 申請団体、参加予定者、協力団体

申請団体が申請事業を行うにあたっての適性、参加予定者、協力団体の選定の理由・根拠及び事業の内容から見たその妥当性・適性を説明する。

4. 成果の発表、普及方法

事業実施により期待される成果とその社会還元の方法について、具体的な説明を記入する。発表・普及の対象層（研究者、政策立案者、企業、マスコミ関係者、市民社会、その他）と、対象層への働きかけ方（成果物の配布、ブリーフィング、他）等の情報も必要となる。
5. 事業実施後の評価に関する計画

事業の成果を測るための明確な評価基準とその実施計画（自己及び第三者によるもの）を記入する。

IV. 関連添付文書　(必ず添付して下さい。)
1. 協力団体・協力者からの書簡

協力団体・協力者が申請事業に関する協力及びその協力形態について了承した旨を示す書簡を添付する。まだ協力が確定していない場合は、申請団体は協力候補団体・候補者との協議の状況を別紙に説明する（申請事業に対する外部からの推薦状等は不要）。
2.
主要関係者の略歴

申請責任者、事業担当責任者及び主要協力者の略歴を添付する。略歴には、研究・活動分野、現職（所属団体、部署、肩書）、学歴（研究機関名、学位取得年月）、職歴、フェローシップ・助成金・賞授与経歴、所属学会・協会、主要著書・論文等を記載する。

3.申請団体及び主要関係団体の概要

(1) 団体の種別、設立年月、団体の設立目的
(2) 組織（役職員構成、その他構成員の人数等）
(3) 沿革、活動実績
(4) 財政状況（少なくとも過去3年度分の団体の総収入、総支出、当期損益、補助金・助成金の受領実績等）
(5) 団体の定款、寄附行為、規約、会則等
(6) 年報、事業報告書等

(7) 協力団体に関する資料（年報、パンフレット等）
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